
原子力政策大綱に示している平和利用の担保と核不拡散体制の維持・強化に関する取組の基本的 

考え方の評価について（H19.5.15 原子力委員会決定） 

該当箇所 記載事項 関係省庁 対応状況及び今後の予定 

(1) 国内法規制及び国際的な枠組みに基づいた、原子力の平和利用を担保す 

る取組の推進 

  

  内閣府 

(原子力委)

プルトニウム利用の透明性の確保に資するため、「我が国のプルトニウム管理状況」

の取りまとめ、原子力委員会定例会及び原子力白書にて公表を行うとともに、外務省を

通じてＩＡＥＡに報告している。また、事業者より、回収プルトニウムの利用計画について

の報告を受け、その計画の妥当性について原子力委員会より見解を発表している。これ

らの活動を今後も継続して実施していく予定である。 

  文科省 

 

・ IAEA が前年１年間の保障措置実施状況をまとめた保障措置声明（Safeguards 

Statement）において我が国に対し、「すべての核物質が平和的活動の中にとどまって

いる」と評価されていることも含めた『我が国における保障措置活動状況等データの集

計結果について』を取りまとめ、公表し、原子力委員会に報告している。 

・本報告は、文部科学省ホームページにも公開している。 

・IAEA 保障措置を実施するに当たって、最大の効果及び効率を達成するために実施し

ている統合保障措置については、引き続き、不必要な事業者負担がないよう外務省と

も協調し、IAEA と交渉し実施していく。 

・今後とも拡大する我が国の核燃料サイクルに対する IAEA 保障措置の我が国への対

応を効率化させ、持続的な保障措置の実現を図る。 

・国際約束の履行に必要な、国内保障措置制度を充実させる等、我が国が自らの保障

措置活動を評価、認定する能力を保有するための取組を実施している。 

・日本原子力研究開発機構において、対 IAEA 保障措置技術支援計画（JASPAS）等を

通じて、継続的に IAEA 保障措置活動の質の向上及び効率化に対する支援を行なって

いる。 

  

原子力委員会及び文部科学省等は、我が国における原子力の平和利用

を担保する取組に関する情報について、透明性を確保し、国内外に効果

的に公開していくべきである。また、文部科学省、（財）核物質管理センタ

ー及び事業者等は、この取組の中心となる保障措置活動が効果的にし

かも効率的に行われるよう、特にその質の向上に配慮しつつ、ＩＡＥＡとも

連携して、継続的に改善活動を推進していくべきである。 

経産省 ・経済産業省が所管する原子炉の設置許可、再処理事業の指定及び使用済燃料の貯

蔵事業の許可に当たっては、事業に係る施設の基本設計が平和の目的以外に利用さ
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れるおそれがないことを原子炉等規制法に基づき経済産業大臣が確認している。 

(2) 国民への情報発信及び国内関係者間の意識共有   

  内閣府 

(原子力委)

原子力委員会定例会において、我が国の保障措置活動についての報告を受けるとと

もに、その資料等を原子力委員会ウェブサイト上で公開している。 

  文科省 ・世界で初めてプルトニウムを扱う施設を対象とした「サイト統合保障措置手法」を開発

し JNC-1 サイト（日本原子力研究開発機構東海研究開発センターの再処理工場及び

プルトニウム燃料製造施設他、計 6 施設）にて実施が開始されたことについて、国際報

道機関へも公表し、広く国際社会に情報発信している。 

・IAEA が前年１年間の保障措置実施状況をまとめた保障措置声明（Safeguards 

Statement）において我が国に対し、「すべての核物質が平和的活動の中にとどまって

いる」と評価されていることについて文部科学省の英語ホームページに掲載させてい

る。 

・日本原子力研究開発機構において、国内外の専門家を招聘した核不拡散科学技術国

際フォーラムを一般公開で開催し、専門家間での議論を深めるとともに、我が国の原子

力平和利用と核不拡散の両立に向けた活動に対する理解を深めている。 

  

国民の多くが原子力の平和利用を担保するための具体的な枠組みや取

組についてはほとんど知らない現実を踏まえて、原子力委員会等の行政

機関及び事業者等は、手段を工夫して、これらの枠組みや取組とその重

要性に関して国民との相互理解活動を進めていくべきである。また、事業

者等においては、保障措置活動が有する重要性の認識等を事業所の従

事者及び関係者の間で共有する取組を経営のトップが行って、平和利用

に関する組織文化を醸成していくべきである。 

経産省 ・原子力・エネルギーに関する広報活動において、平和利用についてふれている。 

(3) 国際社会に対する発信   

  国際社会には我が国における原子力の利用が平和目的に限定されてい

ることに関して国際社会に誤解が生じないように、国は、外務省を中心

に、我が国が核不拡散の維持・強化に向けて国際約束を厳守し取り組ん

でいることを、今後とも一層積極的に対外発信していくとともに、我が国

の取組に関して誤解があれば迅速かつ明確に正していくべきである。 

また、事業者、学術機関、民間団体等は、原子力の平和利用に関して、

外務省 我が国は、核不拡散体制の基礎である核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）の維持・強化を極

めて重視するとともに、３０年近くにわたりＩＡＥＡ保障措置協定を誠実に履行し、高い透

明性をもって国際社会の信頼を得つつ、原子力の平和的利用を推進しており、我が国

において、平成１６年（２００４年）６月以降、保障措置下におかれた核物質の転用を示す

兆候、未申告の核物質及び原子力活動を示す兆候もないとの結論をＩＡＥＡより得てい

る。我が国が、このようにＮＰＴを重視し、その維持強化に取り組んでいることについて
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は、毎年９月に開催されるＩＡＥＡ総会、５年毎に開催されるＮＰＴ運用検討会議並びにＮ

ＰＴ準備委員会を含む国際場裡における演説や発言等を通じて積極的に対外発信して

いる。特に、平成２０年（２００８年）７月の北海道洞爺湖サミットにおいては、我が国は、

議長国としてＮＰＴの三本柱（不拡散、原子力の平和的利用及び軍縮）すべてに対する

完全なコミットの再確認を含む政治文書の発出を行い、核不拡散体制の強化に向けた

有意義なメッセージを国際社会に発信した。また、本年７月のラクイラ・サミットでは、不

拡散に関するラクイラ声明が採択されたが、我が国もその発出に積極的に貢献した同

声明は、Ｇ８において初めて「核兵器のない世界」についての言及を行うなど、力強いメ

ッセージを国際社会に発信するものとなった。さらに、本年７月には天野之弥在ウィーン

国際機関日本政府代表部在勤特命全権大使が次期ＩＡＥＡ事務局長に任命され、今後

の役割が期待されている。また、我が国は、軍縮・不拡散問題に関し、主要国との間で

二国間協議を開催し、各国と密接な意見交換を行っているが、そのような機会を利用し

て我が国がＮＰＴを基礎とする核不拡散の維持・強化を重視していることを積極的に伝え

ている。さらに、軍縮不拡散白書英語版の発刊や外務省ホームページ等の広報媒体を

通じても我が国の核不拡散政策について積極的な対外発信を行っている。我が国として

は引き続き我が国の原子力の平和利用について国際社会において誤解が生じないよう

対外発信に積極的に取組む方針。） 

  

海外の一般国民に対する草の根活動や同業者レベルで共通認識を形成

する活動などに取組み、海外との原子力平和利用に関する多層の相互

学習ネットワークを構築し、維持していくことに努めるべきである。 

文科省 

 

・世界で初めてプルトニウムを扱う施設を対象とした「サイト統合保障措置手法」を開発

し JNC-1 サイト（日本原子力研究開発機構東海研究開発センターの再処理工場及び

プルトニウム燃料製造施設他、計 6 施設）にて実施が開始されたことについて、国際報

道機関へも公表し、広く国際社会に情報発信している。 

・IAEA が前年１年間の保障措置実施状況をまとめた保障措置声明（Safeguards 

Statement）において我が国に対し、「すべての核物質が平和的活動の中にとどまって

いる」と評価されていることについて文部科学省の英語ホームページに掲載させてい
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る。 

・日本原子力研究開発機構において、国内外の専門家を招聘した核不拡散科学技術国

際フォーラムを一般公開で開催し、専門家間での議論を深めるとともに、我が国の原子

力平和利用と核不拡散の両立に向けた活動に対する理解を深めている。 

  経産省 ・ベトナム、インドネシア、カザフスタンをはじめとする原子力発電導入国における人材育

成や法整備等の基盤整備に対する支援や、原子力に関する情報を正しく伝達するた

めのコミュニケーション能力向上支援を実施。 

(4) プルトニウム利用に関する透明性の確保   

  内閣府 

(原子力委)

プルトニウム利用の透明性の確保に資するため、「我が国のプルトニウム管理状況」

の取りまとめ、原子力委員会定例会及び原子力白書にて公表を行うとともに、外務省を

通じてＩＡＥＡに報告している。また、事業者より、回収プルトニウムの利用計画について

の報告を受け、その計画の妥当性について原子力委員会より見解を発表している。これ

らの活動を今後も継続して実施していく。 

  外務省 我が国のプルトニウム利用が厳に平和の目的に限られることについての内外の理解

と信頼の一層の向上を図るため、プルトニウムを含む核物質につき平成3年（1991年）よ

り原子力白書において公表するとともに、プルトニウム管理指針の国際的な検討が開始

された平成6年（1994年）からは同白書において特にプルトニウム保有量についても公表

し、プルトニウム管理指針に基づき、毎年、我が国のプルトニウム保有量をＩＡＥＡに報告

している。また、プルトニウム管理指針に関する関係国会合に出席することを通じ、我が

国のプルトニウム利用が厳に平和の目的に限られることに関する説明を行い、国際社

会の理解増進に努めている。 

  

内閣府、文部科学省及び経済産業省並びに事業者等は、プルトニウム

の管理状況や利用計画についての国の内外に対する情報発信を、透明

性の確保と分かりやすさの観点から絶えず改良しつつ、着実に進めてい

くべきである。 

文科省 

 

・ IAEA が前年１年間の保障措置実施状況をまとめた保障措置声明（Safeguards 

Statement）において我が国に対し、「すべての核物質が平和的活動の中にとどまって
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いる」と評価されていることも含めた『我が国における保障措置活動状況等データの集

計結果について』を取りまとめ、公表し、原子力委員会に報告している。本報告は、文

部科学省ホームページにも公開している。 

・IAEA 保障措置を実施するに当たって、最大の効果及び効率を達成するために実施し

ている統合保障措置については、引き続き、不必要な事業者負担がないよう外務省と

も協調し、IAEA と交渉し実施していく。 

・今後とも拡大する我が国の核燃料サイクルに対する IAEA 保障措置への対応を効率化

させ持続的な保障措置の実現を図る。 

・国際約束の履行に本来必要な、国内保障措置制度を完成させ、我が国が自らの保障

措置活動を評価、認定する能力を保有するよう努める。 

・平成１９年（２００７年）９月、内閣府、文部科学省及び経済産業省により、平成１８年（２

００６年）度末の我が国のプルトニウム管理状況を公表している。 

  経産省 ・平成１９年（２００７年）９月、内閣府、文部科学省及び経済産業省により、平成１８年（２

００６年）度末の我が国のプルトニウム管理状況を毎年公表している。 

(5) 国際社会と協調した核不拡散・核軍縮の取組   

  内閣府 

(原子力委)

「国際的な核不拡散体制強化に関する制度整備構想の調査」に関する委託研究を実

施し、その結果を踏まえ、核燃料供給保障に関する国際的な議論において、日本独自

の提案（IAEA INFCIRC683）を行っている。 

IAEA において核物質防護に関する IAEA ガイドライン（INFCIRC225）改訂を含む核セ

キュリティ関係文書策定の議論が行われているところ、関係省庁との連絡会を設け、対

処方針等の議論を行い、日本として改訂作業に積極的に参加している。また、核セキュ

リティ関係文書策定を受けた我が国の核物質防護に関する基本的な考え方等につい

て、現在、原子力防護専門部会において検討を行っている。 

  

我が国や国際社会の努力にもかかわらず新たな核拡散の懸念が生じて

いることや、今後世界的に原子力発電の拡大が見込まれることから、国

は外務省を中心に、国際社会の核不拡散体制の維持・強化を目指す取

組を引き続き推進するとともに、一層効果的で効率的な核不拡散のため

の国際的取組やルールの形成活動に積極的に関わっていくべきである。

本年４月に公表された「日米原子力エネルギー共同行動計画」を踏まえ、

「国際原子力エネルギー・パートナーシップ」におけるこの観点からの研

究開発協力等も推進するべきである。 

また、核セキュリティに対する国際的懸念の高まりを踏まえて、関係機関 外務省 我が国は、唯一の被爆国として、ＮＰＴを基礎とする国際的な核不拡散体制の維持・
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は核物質防護対策や核セキュリティ対策を強化する新たな国際的な取組

にも積極的な対応を行っていくべきである。経済産業省は、この観点か

ら、核拡散につながる民生技術の転用や迂回輸出を防止するために、諸

外国・地域との協力を一層強化し、効果的で効率的な輸出管理を行って

いくべきである。 

強化に積極的に取り組んでいる。特に、平成２０年（２００８年）７月のＧ８北海道洞爺湖

サミットにおいては、我が国は議長国として不拡散を重要項目の一つとして取扱い、核

軍縮・不拡散体制の維持・強化にかかる具体策を含むサミット成果文書の発出に貢献し

た。また、本年７月のラクイラ・サミットでは、Ｇ８において初めて「核兵器のない世界」に

ついての言及を行う等の力強いメッセージを含む不拡散に関するラクイラ声明が採択さ

れたが、同声明発出についても我が国は貢献した。その他、我が国の最近の取組とし

て、核軍縮に関しては、核廃絶への具体的な道筋を示した核廃絶決議の国連総会への

提出、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効に向けた働きかけ、軍縮会議への

我が国のハイレベル代表の派遣を通じた兵器用核分裂性物質禁止条約（カットオフ条

約）の早期交渉開始への働きかけを実施した。ＮＰＴ運用検討プロセスについては、平成

１９年（２００７年）の２０１０年ＮＰＴ運用検討会議第１回準備委員会において我が国の天

野ウィーン代表部大使が議長を務め、会議の成功に多大な貢献を行った。また、ＩＡＥＡ

保障措置の強化にかかる取組に関しては、我が国はこれまで、ベトナムをはじめとする

関係国に対し、ＩＡＥＡ等と協力して、国際的な核不拡散体制強化に資する追加議定書締

結に向け、人的・財政的支援を実施している。また、アジア各国の輸出管理体制を強化

する目的で、アジア輸出管理セミナーやアジア不拡散協議（ＡＳＴＯＰ）を主催しているこ

とも核不拡散体制強化の一助となっている。また、最近国際社会で関心が高まっている

核燃料供給保証については、我が国はＩＡＥＡ核燃料供給登録システムにかかる独自提

案を提出し、国際的な議論に積極的に参加している。平成２１年（２００９年）１月には、ＩＡ

ＥＡ加盟国の関係者が核燃料供給保証に関する議論を深める上で必要となる核燃料サ

イクルにおけるフロント・エンド全体の実態把握や情報共有を目的とし、「グローバルな

核燃料供給に関するセミナー（Seminar on Global Nuclear Fuel Supply）」をウィーンのＩＡ

ＥＡ本部で主催した。引き続き国際場裡での議論に積極的に参加し、有意義な貢献を行

っていく考え。さらに、国際的な核セキュリティ対策強化に関しては、ＩＡＥＡが核セ

6／9 

第３５回原子力委員会 

資料第１－１－２号 



原子力政策大綱に示している平和利用の担保と核不拡散体制の維持・強化に関する取組の基本的 

考え方の評価について（H19.5.15 原子力委員会決定） 

該当箇所 記載事項 関係省庁 対応状況及び今後の予定 

キュリティ基金を通じて実施している活動に対する資金的・技術的な貢献、平成１

８年（２００６年）７月に米露両大統領により提唱された「核テロリズムに対抗す

るためのグローバル・イニシアティブ」の活動への積極的な参加、カザフスタン等

に対する核セキュリティ強化支援推進等を行ってきている。国際原子力エネルギ

ー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）については、関係国との意見調整を積極的に行

い、平成１９年（２００７年）９月の参加国拡大による国際的な体制の確立に貢献

するとともに、核燃料サービス作業部会（ＷＧ）及び基盤整備ＷＧに積極的に参加

している。平和利用に限定した包括的な二国間原子力協定に関しては、ロシアとの

間で署名を行い、カザフスタン及び韓国との間で締結交渉を継続している。我が国

としては、核不拡散体制の維持・強化に向けて引き続き努力を継続していく考え。 

  文科省 ・「日米原子力エネルギー共同行動計画」において、保障措置・核物質防護に関する作

業部会が設置され、保障措置及び核物質防護に係る研究開発計画を策定し、日米が

相互に連携し検討・研究開発を進めている。 

・ＩＡＥＡの核物質防護に関するガイドライン等の改定に関する情報や原子力先進国の規

制への取り入れ状況など国際的な核物質防護に関する最新情報を調査するとともに、

核物質防護対策強化のための技術的知見の収集等を行っており、今後も引き続き実

施。 

・ＩＡＥＡ核セキュリティ基金を通じ東南アジア諸国で開催される核物質防護ワークショップ

等に専門家、職員を派遣し核物質防護に係る人的支援を実施。 

・ＩＡＥＡの核物質防護に関するガイドライン等の改訂作業へ参画。 

・ガラス固化体の核物質防護対象化などの政省令改正を実施。（平成２０年（２００８年）

７月１日施行。） 

・日本原子力研究開発機構は、第４世代原子力システム（GENⅣ）や革新的原子炉・国

際プロジェクト（INPRO）等において核拡散抵抗性に関する国際協力・研究に積極的に
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参加している。 

  経産省 ・経済産業省では核不拡散の国際レジームであるＮＳＧにおける合意を受け、外国為替

及び外国貿易法（外為法）に基づき、核関連物質等の大量破壊兵器に転用可能な貨

物及び関連技術を輸出管理の対象品目リストに指定し、リスト対象貨物・技術の輸出

に関して経済産業大臣の許可を義務付けるなどにより厳格な輸出管理を行っている。 

・近年の国境を越えた人の異動の活発化、情報化の進展、不正輸出事案の続発等の背

景を踏まえて、技術取引規制の見直し、罰則強化の措置を講じるため、外為法を改正

したところ（平成 21 年（２００９年）4 月成立）。 

・懸念国による迂回調達等に対応するため、アジア諸国の輸出管理当局の担当者や現

地企業を対象に、輸出管理制度に係る普及啓発を行う“アウトリーチセミナー”を開催し

ている。 

・ＧＮＥＰの枠組みの「日米原子力エネルギー共同行動計画」に基づく日米間での研究

開発協力を積極的に推進している。 

・ＩＡＥＡの核物質防護に関するガイドライン等の改正に関する情報や原子力先進国の規

制対応など国際的な核物質防護に関する最新情報を調査するとともに、核物質防護対

策強化のための技術的知見の収集等を実施。今後も引き続き事業を継続。 

・ガラス固化体の核物質防護対象化などの政省令改正を実施。（平成２０年（２００８年）

７月１日施行。） 

・ＩＡＥＡの核物質防護に関するガイドライン等の改訂に向けた作業への参画。 

(6) 核不拡散への取組基盤の充実に向けた知識経営、人材の育成、関連技術 

開発等への取組 

  

  外務省、文部科学省、経済産業省、事業者及び研究機関等の関係者は

連携して、核不拡散の取組を進めるために重要な知識経営、人材の育

成、技術開発を進めるべきである。それぞれの組織は、これらの取組を

外務省 核不拡散への取組のための知的・人的基盤整備に向けた取組として、日本国際問題

研究所軍縮不拡散センターを通じた軍縮不拡散に関する研究、軍縮不拡散問題講座の

開催及び包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）国内運用体制の整備を実施したほか、軍縮
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該当箇所 記載事項 関係省庁 対応状況及び今後の予定 

不拡散教育の文脈で国連軍縮フェローシップによる若手外交官の招聘や軍縮教育家の

招聘を実施した。また、国際原子力機関やＣTBT 機関準備委員会への職員の派遣、大

学等の関連機関への講師派遣、セミナー等の開催を通じた内外の専門家・研究者間の

人材の相互交流、国際的なネットワークの構築に努力している。今後もこのような取組を

通じて核不拡散への取組の基盤強化に向けて努力。 

  文科省 ・原子炉等規制法に基づく指定機関である（財）核物質管理センターに、指定業務として

保障措置の適切な実施のために必要な技術的検査に関する調査研究を実施させてい

る。 

・「大型 MOX 燃料加工施設保障措置試験研究」及び「保障措置環境分析開発調査」に

て、効果的かつ効率的な保障措置活動のための技術開発を行っている。 

・原子炉等規制法に基づく指定機関である（財）核物質管理センターを活用し、我が国の

対 IAEA 保障措置技術支援協力計画（JASPAS）の枠組みにおいて効果的かつ効率的

な保障措置活動のための技術や手法の研究開発に取り組んでいる。 

・日本原子力研究開発機構において、東京大学との連携を強化し、国際的に通用する

原子力の人材の育成を協力して進めている。 

・保障措置活動の効果的な運用を目指し、遠隔監視技術、先進的保障措置システム開

発、核不拡散情報解析等に関わる研究開発を行っており、今後も継続する。 

・国際原子力安全交流対策（講師育成）事業の中で、核不拡散の取組を進めるための

人材育成に資する保障措置トレーニングコースを実施しており、今後も当該事業を引き

続き実施する予定。 

  

効果的に推進する観点から、大学との連携を強化するとともに、人材の

相互交流、国際機関への人材派遣等を進め、多面的で国際的な情報ネ

ットワークの構築・維持を目指すべきである。 

また、文部科学省は、（独）日本原子力研究開発機構や（財）核物質管理

センターが既存技術を不断に見直すことにより、効果的かつ効率的な保

障措置活動のための技術や手法の研究開発課題を同定し、これを着実

に推進していくようにするべきである。さらに、事業者、研究機関、関係学

会などが連携して、保障措置技術の根幹をなす標準核物質が安定的に

供給される体制を検討することも含めて、この分野の国際標準を充実す

る活動を強化するべきである。 

経産省 ・大学・大学院等における原子力人材育成を支援するため、文部科学省との共同プロジ

ェクトとして「原子力人材育成プログラム」を実施(平成１９年（2007 年）度開始)。 
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